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２０２３年度事業計画 

１．新中期計画 

2023 年度から 2025 年度にかけての次の 3 年間は、さらなる成長に向けて、持続可能な社会を目指し、

脱炭素を基軸に KEC の活動進化に注力する、新中期計画「脱炭素社会への価値確立（Green Value 

Creation & Acquisition）」に取り組みます。新中期計画では、「大型・大電力 EMC 試験の確立」、「専門技

術のプレゼンス確保」、「運営業務の生産性向上」の 3 つの価値に注力し、新試験棟の本格稼働による増

収効果により、2025 年度 試験料収入 800 百万円（2022 年度比 113%）、総収入 948 百万円（2022 年度

比 115%）を目指し、新試験棟建設の投資を乗り越えて、2025 年度 税引後収支黒字を目標とします。 

２. 2023年度 事業方針

2023年度は、新中期計画「脱炭素社会への価値確立（Green Value Creation & Acquisition）」の初年

度です。今まで培ってきた事業基盤を活かし、事業を通じた業界貢献の拡大と、将来に向けた事業基盤

強化に取り組むことはもちろんのこと、さらなる成長に向け、価値の「探索」から価値の「具現化・増強」に

活動の重点を進化させ、2023年度 事業方針 「脱炭素社会への価値の具現化・増強（Green Value 

Creation）」として、KECの価値実現に向けた「挑戦」と「改善」の2つの活動で取り組むとともに、産業分野

及び依頼試験の強化に注力し、「総収入 830百万円（前年比101%）」を目標に取り組みます。 

２．１ 総務事項 

「KEC 基盤強化」の一環として、新試験棟建設は 2023 年 12 月に竣工、同時に事業拠点としてのイン

フラも構築します。DK ビル等の他拠点についても、活用最大化に向けて検討を進めます。過去 10 年以

上変わっていない制度・規程・運営や仕組みについても、デジタル技術やオンライン技術の活用を前提

に進化させ、業務生産性を向上させます。 

「KEC プレゼンス強化」の取組みでは、2024 年春に稼働する新試験棟を中心に、プレスリリース、展示

会出展等で訴求を強化します。ウェブサイトの刷新、技術情報発信強化に向けた KEC 情報誌の刷新、企

業訪問活動の強化等により、関西圏以外へも訴求を強化し、KEC のステータス向上と会員数の拡大に取

り組みます。 

２．２ 委員会活動 

委員会活動の重点取組みとして、以下の 2 点の取組みを進めます。 

1 点目の「業界 技術力向上へのさらなる貢献拡大」では、国際規格や業界への貢献を目指します。

EMC 専門委員会では検討テーマの拡大・深堀に注力し、製品安全専門委員会では、他社事例の共有

強化と製品安全のレベルアップに取り組みます。規格策定国際会議への意見反映、学会発表やセミナー

等での講演、KEC 情報誌、KEC ウェブサイトでのタイムリーな発信等で、業界や技術進化に貢献します。 

2 点目の「業界 技術者の育成・地位向上」では、技術講座についてはオンライン形式を基本として参

加者数の拡大に取り組みます。セミナーについてはハイブリッド開催も試行し、リアル会場の価値を検証

します。 

iNARTE 資格試験においては、受験資格の緩和策構築に取り組み、オンライン試験のメリットを活かし

て受験者数の拡大に取り組みます。また、米国 EG 社との連携を図り、資格のデジタル認証導入について

も具体方法を構築します。 
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２．３ 試験事業部門 

重点取組みとして、以下の 2 点の取組みを進めます。    

1 点目の「試験の強化・拡大」では、新試験棟関連の計測器導入、国際規格改定に伴う新規試験対応、

大型試験の能力拡大、自主代行の対応強化、省電力化、老朽化設備の更新を行います。同時に、民

生・産業機器 EMC で 10 規格以上の認定拡大に取り組み、ISO/IEC17025 認定維持、技能試験プロバイ

ダとしての ISO/IEC 17043 の認定更新も行います。 

2 点目の「技術の貢献強化と新技術/新事業の創出」では、計 6 つの技能試験に加え、「放射エミッショ

ン(30MHz 以下）技能試験」を実施し、放射エミッション（6-18GHz）の技能試験開発にも取り組みます。リ

バブレーションチャンバーについては、ISO/IEC 11452-11 認定と 80MHz からの試験に対応できる強み

の訴求強化・ご利用促進と共に、テストベンチとしての共同実験を推進します。また、GHｚ KEC 法の 5-

18GHz への周波数拡大は、2023 年度より本格運用を開始します。 

 

２．４ ２０２３年度事業計画 

2023 年度の収支差額は 88 百万円の計画とし、新試験棟建設関連の消費税の還付を含めた税引前収

支（税引前の正味財産増減額）は 263 百万円、税引後の正味財産増減額は 138 百万円の計画といたし

ます。2023 年度は、本年度のみに生じる消費税還付等を除いた収支（収支差額）で、前年度同等の収支

を確保する。なお、2023 年度公益目的財産の消費予定額は、委員会活動にて 65 百万円を消費する計

画になっております。 

 

 

（単位：百万円）

2023年度 前年比/差

計画 実績 計画

会 費 収 入 等 41 41 42 102%

試 験 料 収 入 700 707 715 101%

そ の 他 収 入 71 75 73 97%

計 812 823 830 101%

人 件 費 287 300 308 103%

管 理 費 274 260 287 110%

減 価 償 却 費 150 148 132 89%

退 職 給 付 費 用 13 13 15 115%

計 724 721 742 103%

88 102 88 △ 14

0 0 175 175

88 102 263 +161税引前収支

2022年度
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支
出

収支差額
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＜2023 年度 事業計画＞ 


